
借入申込みに必要な書類 

（１）借入申込みにあたっては、以下の申請要件の事実を証明する書類が必要です。 

（２）書類は「コピー可」とされているものを除き、原則として原本を提出してください。 

（３）提出書類が重複する場合、当該書類１部の提出で構いません。 

（４）審査のため、書類の発行元に内容確認を行う場合があります。 

（５）申込内容によっては、「借入申込みに必要な書類一覧」に掲げるもの以外に書類の提出を

求める場合があります。 

（６）審査のために提出された書類は、貸付審査の結果にかかわらず原則として返却しません。 

 

【本人確認及び世帯の収入状況の分かる書類】 

提提出出書書類類  

１ □世帯全員分が記載された住民票（個人番号が記載されていないもの） 原本 

２ □県民税・住民税課税証明書（１８歳以上の世帯全員分） 原本 

上記書類が提出できない場合や、上記書類では世帯の収入状況を証明できないと考えられる場合（証明書の証明期間以降に就職し

た場合など）は、以下のような書類の提出で変えることができます。ただし、発行元の確認できるものでなければなりません。 

 

□給与明細 

□給与等の収入が振り込まれている通帳 

□給与額が記載された在職証明書 

 コピー可 

【借入必要な事由の事実が確認できる書類】 

提提出出書書類類  

１ 

□在学証明書や合格通知書、受験票または検定料納付書の控え 

□罹災証明書 

□医師による診断書 

□介護サービス計画書 

コピー可 

【借入費用の詳細が確認できる書類】 

提提出出書書類類  

１ 
□必要費用の総額が明らかとなるもの（請求書、見積書等） 

□誓約書（他制度の利用等により余剰金が発生した場合の返還に関するもの） 
コピー可 

【連帯保証人分】（同一世帯でない連帯借受人の場合も含む） 

提提出出書書類類  

１ □県民税・住民税課税証明書  原本 
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生活福祉資金 
 

 
 
 

 

福祉資金は、経済的な理由や、または障害などにより生活課題を抱え

ている世帯に対し、継続的な相談支援をとおして一時的な費用の貸付を

行うことにより、課題の解決と世帯の自立を支援することを目的とする

制度です。 

そのため、貸付を受けるご本人世帯にも社協等と話し合った支援をも

とに、課題の解決や世帯の自立に向けた対応が求められます（家計の見

直しや、安定した収入確保のための就労支援など）。 

制 度 の 概 要 

○○貸貸付付対対象象ととななるる「「資資金金のの用用途途」」  

福祉資金は、①生活上に解決が必要な課題があり、②その課題の解決のために一時的に費用が必

要であって、③自らで工面できる費用や他の制度の利用についての相談を行ってもなお不足する費

用を貸し付けるものです。 

＜貸付対象となる「資金の用途」の例（一部）＞ 

・ 福祉用具などの購入 

・ 資格や技能を修得するための学費 

・ 住宅の補修、修繕 

・ 障害者の社会参加のために必要な自動車の購入 

・ 負傷又は疾病の療養 

・ 住居の引っ越し 

・ 災害を受けたことにより臨時的に必要となる経費 

○○貸貸付付限限度度額額  

○○貸貸 付付 期期 間間  

○○償償 還還 期期 間間  

上記に例示したような「資金の用途」ごとに、貸付できる金額や、貸付する期間、または償還す

る期間が定められています。 

詳細は、本しおり内の説明をご確認ください。 

○○貸貸付付手手続続きき  

貸付を受けるためには、貸付対象となる世帯であるか、また必要な費用がいくらであるかについ

て書類により証明をする必要があります。 

社社会会福福祉祉法法人人  兵兵庫庫県県社社会会福福祉祉協協議議会会  

福 祉 資 金 のしおり 



 

生活福祉資金貸付制度は、住み慣れた場所での生活を支援する「地域型の貸付」制度です。 

貸付という性格上、負債として将来に負担を残すことになりかねません。このため、貸付額は必

要最低限に限らせていただくとともに、借り入れの相談時から償還完了に至るまでの間、「社会福

祉協議会」と「民生委員」がその支援にかかわります。 

また、金銭的な必要性だけで貸付を行うのではなく、日常生活への支援などについても考慮しな

がら、貸付の実施を審査するため、借入申込から貸付決定までには、１か月から数か月の期間を要

することがあります。 

これらを十分にご理解いただいた上で、この資金をご利用ください。 
 

兵庫県社会福祉協議会 

 

貸付の対象となる世帯 

（１）兵庫県内に居住中で、同一地域に６か月以上居住しており、今後もその地域において継続

して生活される世帯。 

（２）次の要件に該当する世帯 

 低所得世帯（世帯の収入が市区町民税非課税程度、または生活保護基準の１.８倍程

度の所得の世帯） 

 障害者世帯（身体障害者手帳、療育手帳、精神保健福祉手帳をお持ちの方、または

障害者総合支援法によるサービスを利用している方が属する世帯で、世帯の収入が

生活保護基準の３.０倍程度の所得の世帯）※「資金の用途」により所得要件を緩和する場合があります 

 高齢者世帯（日常生活上、療養または介護を必要とする６５歳以上の高齢者が属する世帯） 

 

借受人と連帯借受人 

（１）貸付を受ける借受人（借入申込者）は、次の要件に該当する者となります。 

 18 歳以上、６５歳未満の者 

 世帯の生計中心者で、その貸付によって得られる支援を主に受ける者 

 就労などにより、償還可能な収入が見込める者 

（２）借入申込者が上記の要件に該当しない場合、借入申込者に代わってこれらの要件に該当す

る連帯借受人が必ず必要となります。 

 

連帯保証人・貸付利率 

（１）原則として１名の連帯保証人が必要です。連帯保証人は、借受人と別世帯で、原則兵庫県

に居住し、かつその世帯の生活の安定に熱意を有する者とします。 

（２）貸付利率は連帯保証人を立てる場合は無利子です。やむをえない理由により連帯保証人を

立てることができない場合は据置期間経過後、年１.５％となります。 

 

 

～生活福祉資金をご利用になる前に～ 資金の交付方法 

（１）初回の送金は、本会が借用書及び契約時に必要な書類を受理後、原則、翌週の木曜日（金

融機関が休業日の場合は翌営業日）に送金します。 

（２）送金できるのは、本人名義の口座のみとなります。 

（３）資金の用途が、技能の習得や療養などで６か月を超える期間に対し貸付を行う場合は、毎

年９月中旬と３月中旬に、それ以降の６か月分の月額を一括して送金します。（初回の送

金分を除く） 

（４）送金前には、在学や療養等の状況確認を行います。定められた期日までに状況確認が行え

なかった場合には送金を停止します。 

 

届出義務について 

（１）貸貸付付金金をを利利用用ししたた後後、、原原則則ととししてて２２週週間間以以内内にに借借入入目目的的にに沿沿っったた支支払払いいをを終終ええててくくだだささいい。

また、支支払払いい後後原原則則ととししてて２２週週間間以以内内にに領領収収書書ななどどをを提提出出しし、、貸貸付付金金使使用用のの事事実実ににつついいてて

報報告告ししててくくだだささいい。なお、自動車を購入した場合は車検証も必要となります。貸付金に余

剰が出た場合はその余剰分について速やかに返還していただきます。 

（２）借受人、連帯借受人及び連帯保証人に以下のような事由が発生した場合は、市区町社協ま

たは県社協まで速やかに連絡してください。なお、それら事由を証明する書類の提出を求

める場合があります。 

 住所、氏名を変更したとき。 

 状況に著しい変化（死亡、破産、長期療養、生活保護受給等）があったとき。 

 他の支援制度による給付・貸付の利用が決定したとき。 

 連帯保証人の状況に著しい変化（死亡、行方不明、失業、破産等）があったとき。 

（３）届出義務を怠った場合には、以降の送金を停止し、または契約終了し、一括償還を求める

場合があります。 

 

償還について 

（１）償還は、据置期間後に毎月２０日（土・日・祝日の場合、翌営業日）に借受人の指定金融

機関口座から「借用書」の約定により償還していただきます。 

（２）計画どおりに償還されない方は、督促状を送付するとともに、または法的措置をとる場合

があります。 

償還期日までに償還完了しなかった場合、残りの元金に対して年３％の延滞利子が加算さ

れます。 

（３）貸付金は、返済期限内であれば、いつでも繰上返済することができます。 

 

そ の 他 

（１）生活保護を受給している世帯の場合は、あらかじめ福祉事務所のケースワーカーにご相談

のうえ、市区町社協にご相談ください。 
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貸付相談と申込み 

（１）貸付相談や申込みの窓口は、原則、居住中の市区町社会福祉協議会（以下：市区町社協）になります。  

（２）借入申込みから審査・貸付決定までには１か月程度、その後送金を行うまで数週間の日数

を要します。また、秋冬の受験シーズンなどは借入申込みが殺到するため、さらに時間を

要する場合がありますので、計画的に相談・申込みを行ってください。 

（３）生業のために必要な物品の購入などの場合は、借入申込みに先立ち、事業の概要をもとに

した事前相談が必要となりますので、詳しくは窓口でお尋ねください。 
 

貸付審査 

（１）市区町社協にて書類等の確認後、申請を受理し、兵庫県社会福祉協議会（以下：県社協）

で審査を行います。 

 

 借入申込書に必要事項の記載がない場合、及び記載事項について客観的な証明ができない場合 

 資金の使途が、制度の趣旨や資金の目的と合致しない場合 

 本会及び各都道府県社会福祉協議会が実施する生活福祉資金等の貸付を受けた借受人・連帯借

受人・連帯保証人で、返済が完了していない場合 

 就労や負債の状況から、貸付を行っても世帯の生計を維持することが困難と判断される場合。

またはその後の生活を圧迫する恐れがあると判断される場合 

 借入申込後、申請書類が整えられず１か月以上経過した場合 

 世帯員が自己破産手続き中、債務整理に基づく返済中、弁護士等に債務整理を依頼中の場合 

 世帯に暴力団構成員またはその関係者がいる場合 

 各社協による調査や相談支援に応じず、相互の信頼関係の構築が困難と認められる場合 

 借入申込み時期が遅く、貸付金の送金が納付期日までに行えない場合 

 民生委員の援助を拒まれる場合 

 

 

 貸付金を交付する前に支払った経費（貸付決定後であっても、貸付金の送金前に支払った場合

も含みます） 

 他で借入されている経費、または既に借入が決定している経費 

 

（２）審査において、借受人、連帯借受人、連帯保証人の勤務確認や意志確認等を行います。 

（３）特に申請内容に虚偽や真実でない点があった場合は、今後本資金に関する一切の申込みが

不可能となり、また法的措置をとる場合があります。 

 

貸付の決定 

（１）審査により貸付の必要性が認められた場合は、貸付を決定します。ただし、資金の使途や

償還能力等を勘案して、申込金額より減額して決定する場合があります。 

（２）貸付決定（不承認）したときは、借入申込者に貸付決定（不承認）通知が送付されます。

なお、不承認となった場合の理由は公表しません。 

（３）貸付決定の場合は、「借用書」により貸付契約を締結します。 

（４）本制度の申込・契約・送金手続き等のため本会及び市区町社協が書類提出や状況報告等を

指示した場合に、2 週間を超えても実行されない場合は、本制度の利用意志がないものと

みなし、辞退、または契約終了とします。 

次のような場合は、審査により貸付不承認となることがあります 

次のような経費は、貸付対象の経費とは認められません 

貸付対象となる資金の用途と貸付限度額等 

 

資金の用途 貸付限度額 据置期間 償還期間 

生業のために必要な物品の購入など 
低所得世帯 280万円以内 

6か月以内 
7年以内 

障害者世帯 460万円以内 9年以内 

資格や技能を習得するための学費など※１ 

技能を習得する期間が 

６か月程度 130万円 

1年程度 220万円 

2年程度 400万円 

3年程度 580万円 

技能習得期間満

了後6か月以内 
8年以内 

技能を習得するための学校への入学金など 50万円以内 

6か月以内  

3年以内 

住宅のバリアフリー化等の改築、補修など 250万円以内  7年以内 

福祉用具等の購入 170万円以内 

8年以内 障害者の社会参加のために必要な自動車の

購入 
250万円以内 ３か月以内 

中国残留邦人等の国民年金保険料の追納 513.6万円以内 

6か月以内 

10年以内 

負傷又は疾病の療養 

（療養期間が1年以内の場合）※１ ※２  
170万円以内 

5年以内 
介護・障害者サービス等の利用 

（利用期間が１年以内の場合）※１ ※２ 
170万円以内 

災害を受けたことにより臨時に必要と 

なる経費 
150万円以内 1年以内 7年以内 

出産・葬儀 
50万円以内 

6か月以内 3年以内 住居の移転など  

その他日常生活上一時的に必要な経費 50万円以内 
※１ 貸付する事由により、貸付額を月額で計算する場合があります 

※２ 特別な事情により療養または利用期間が 1 年を超え 1 年 6 か月以内の場合の貸付限度額は 230 万円 

 

（１）生業のために必要な物品の購入などの場合、順調に展開しておられる事業への一時的な資

金需要や、確実な収益が客観的に見込まれる開業等への資金が貸付対象経費となります。

運転資金は貸付対象経費となりません。 

なお、この場合には借入申込みに先立ち、事業の概要をもとにした事前相談が必要となり

ますので、詳しくは窓口でお尋ねください。 

（２）資格や技能を習得するための費用の場合、資格等の取得後に就労することが、内定証明書

等で確実に証明されることが必要です。 

（３）その他日常生活上一時的に必要な経費とは、年金保険料の滞納分の追納（据置期間中に年

金給付が始まる場合に限る）や、夏季の冷房器具の購入にかかる費用、冬期の暖房にかか

る燃料費の一括購入費用、給湯設備等の修繕など日常生活上不可欠な設備の整備に係る費

用等です。 

（４）これ以外にも、貸付対象となる経費等にはそれぞれ要件が定められています。このため貸

付対象として認められない場合があります。 

（５）世帯の状況等や償還の見込みを考慮し、相談時や申請時に借入計画を見直していただく場

合があります。 

（６）償還期間は、毎月の償還額が５，０００円を下回らない程度となるように設定します。 
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障害者の社会参加のために必要な自動車の購入にかかる経費の留意点 

（１）障害者の社会参加のために必要な自動車の購入にかかる経費（貸付上限額 250 万円）につ

いては、次の場合を貸付対象とします｡ 

 障害のある方本人が、通勤や通院・リハビリを行う際、地理的な条件や障害の状態から公

共交通機関の使用が困難であり、自動車の使用が必要であると認められる場合 

 障害のある方と同一生計の家族が、障害のある方の施設への通園や通所、通院、リハビリ

等の送迎のために、自動車の使用が必要であると認められる場合 

※本資金は、障害のある方の移動を支援することを目的とするものです。また借入額を可能な限り少

なくするという点からも、貸付対象は移動に必要な最低限の車両となり、車種、価格、グレードな

ど最も安価・低廉であることが求められます。なお、同居する家族等の利便性向上等を目的とした

車種の選択等は認められません。 

（２）車種・車両に関しては、排気量２，０００cc 未満・５ナンバーの車両が対象となります。

貸付対象費用の計算方法については下記の「貸付可能額の考え方」に基づいて算出してくだ

さい。また、原則としてその車種の一番下のグレードであることが条件となります。 

（３）買い替えを行う場合については、現在所有している車が購入後７年以上を経過していること

および走行距離が１０万ｋｍを超えていることが条件となります。なお、既に世帯として車

両を所有しており、追加の車両を購入する場合については貸付対象となりません。 

（４）オプション費用については１０万円が上限となります。オプション費用が値引きされている

場合は、値引き後の金額が１０万円以下であれば貸付対象となりますが、１０万円を超える

場合は貸付対象外です。また、これらを自己資金で賄うことも認められません。 

（５）貸付にあたっては自動車税、自動車取得税の減免を受けていることが必要です。また、障害

者本人が運転する場合については、運転免許証の交付日が障害者手帳の交付日より前であれ

ば、免許更新センター等で実施する所定の運転適性確認を行っている必要があります。 

（６）障害者本人が属する世帯と別世帯の者が車を利用する場合については対象となりません。 

ただし、従前より扶養関係にあって、そのことが県民税・住民税課税証明書等により証明さ

れる場合に関しては、貸付対象とする場合があります。 

（７）中古の車両購入を検討している場合については、審査期間中（1 か月半以上）に取り置きで

きることが必要です。なお、知人等の個人間による売買については貸付対象となりません。 

（８）申請時には、必要経費総額の２０％以上を確保しておくことが条件となります。 

（９）申請時や審査において、車両の使用目的や世帯の状況から、排気量２，０００㏄未満・５ナ

ンバーの車両であっても、車種やグレードについて見直していただく場合があります。 

（１０）自動車購入後２週間以内に、領収書及び自動車検査証の提出が必要です。提出がない場合

や、見積書と異なる購入であった場合は貸付金について一括償還を求める場合があります。 

 

 

 

区分 金額 備考 見積書を参考に、左記に

金額をご記入ください。 

最下段⑤の金額のうち８

割が貸付上限額、２割が

自己資金の最低額となり

ます。 

① 車両本体価格   

② オプション費用  上限 10 万円 

③ 税・諸費用等   

④ 値引き額   

⑤ ＝ ①＋②＋③－④  312.5 万円以下 

貸付可能額の考え方 

負傷または疾病の療養にかかる経費の留意点 

（１）負傷または疾病の療養にかかる経費については、次の場合を貸付対象とします｡ 

 世帯の生計中心者または同一生計の家族が、負傷・疾病により医療費を必要とする場合 

（医師が必要と認めた移送経費、オムツ代、クリーニング代、本人の通院費を含む） 

 世帯の生計中心者が、本人の負傷・疾病の療養もしくは同一生計の家族にかかる看護によ  

り、一時的に収入が減少する状態で、預貯金や各種手当・保険を活用しても生計を維持す

ることが困難な場合の生活費（家賃、光熱費、食費、被服費等） 

（２）貸付にあたっては、本会指定による医師の診断書にて、療養期間の見込みが立つ必要があり

ます。慢性的な疾病であり、療養期間が特定できない場合については対象となりません。 

（３）診療は健康保険または生活保護法の規定による診療指定機関であることが必要です。健康保

険対象外の医療費については対象となりません。 

（４）生計中心者が負傷・疾病により借入を行う場合は、疾病が完治後に稼働できる見込み、また

は年金受給等による収入増の見込みが立つことが必要です。その場合は、勤務先からの復職

（継続雇用）を保証する書類、収入増を確認できる書類の添付が必要です。 

（５）高額療養費給付・貸付や傷病手当等の各種保険にかかる手当の他、生命保険等の任意の手当

も含め、他制度の利用により捻出できる医療費・生活費については対象となりません。 

（６）生活費に相当する費用の貸付を受ける場合は、生活費の１か月当りの積算根拠の内訳および

根拠書類（各種支払領収書等）の提出が必要です。また併せて、直近３か月分の収入を証明

する給与明細等の書類が必要です。なお、生活費については、直近３か月分の収入の平均額

が貸付限度額となります。 

 

住居の移転などにかかる経費の留意点 

（１）住居の移転などにかかる経費については、次の場合を貸付対象とします。 

 世帯収支の安定を図るために、現在より低額な家賃の物件へ転居が必要な場合 

 障害の状況等により、現住居では安定した生活の継続が困難であり、転居が必要な場合 

 勤務先の変化等により、現在の住居からは通勤が困難であり、転居が必要な場合 

（２）貸付対象とする経費は住居移転の際にかかる必要最低限の費用（敷金・礼金・初回家賃・引

越し費用）および転居に伴う給排水設備や電気設備等を設けるのに必要な経費とします。 

（３）従前の住居にある家財道具等の買い替えの費用や、不用品の処分にかかる費用、電気・ガス・

水道等ライフラインに関係する器具以外の物品購入に係る費用は、対象となりません。 

（４）転居の理由が緊急性を伴わない場合や、現在より転居後の家賃が高額になり、今後の生活を

圧迫するおそれがある場合については貸付対象となりません。 

（５）友人・知人等の個人間における賃貸契約の場合は対象となりません。なお、申請にあたって

は転居先の概要が記載された書類（重要事項説明書、公営住宅入居許可通知等）の提出が必

要です。 

（６）利用にあたっては転居先の市区町社会福祉協議会が受付窓口となります。なお、審査受付から

送金まで約１か月半が必要となるため、あらかじめ転居先の確保について、不動産媒介業者等

と調整が必要です。転居先が確保できない場合については、貸付対象となりません。 
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障害者の社会参加のために必要な自動車の購入にかかる経費の留意点 

（１）障害者の社会参加のために必要な自動車の購入にかかる経費（貸付上限額 250 万円）につ

いては、次の場合を貸付対象とします｡ 

 障害のある方本人が、通勤や通院・リハビリを行う際、地理的な条件や障害の状態から公

共交通機関の使用が困難であり、自動車の使用が必要であると認められる場合 

 障害のある方と同一生計の家族が、障害のある方の施設への通園や通所、通院、リハビリ

等の送迎のために、自動車の使用が必要であると認められる場合 

※本資金は、障害のある方の移動を支援することを目的とするものです。また借入額を可能な限り少

なくするという点からも、貸付対象は移動に必要な最低限の車両となり、車種、価格、グレードな

ど最も安価・低廉であることが求められます。なお、同居する家族等の利便性向上等を目的とした

車種の選択等は認められません。 

（２）車種・車両に関しては、排気量２，０００cc 未満・５ナンバーの車両が対象となります。

貸付対象費用の計算方法については下記の「貸付可能額の考え方」に基づいて算出してくだ

さい。また、原則としてその車種の一番下のグレードであることが条件となります。 

（３）買い替えを行う場合については、現在所有している車が購入後７年以上を経過していること

および走行距離が１０万ｋｍを超えていることが条件となります。なお、既に世帯として車

両を所有しており、追加の車両を購入する場合については貸付対象となりません。 

（４）オプション費用については１０万円が上限となります。オプション費用が値引きされている

場合は、値引き後の金額が１０万円以下であれば貸付対象となりますが、１０万円を超える

場合は貸付対象外です。また、これらを自己資金で賄うことも認められません。 

（５）貸付にあたっては自動車税、自動車取得税の減免を受けていることが必要です。また、障害

者本人が運転する場合については、運転免許証の交付日が障害者手帳の交付日より前であれ

ば、免許更新センター等で実施する所定の運転適性確認を行っている必要があります。 

（６）障害者本人が属する世帯と別世帯の者が車を利用する場合については対象となりません。 

ただし、従前より扶養関係にあって、そのことが県民税・住民税課税証明書等により証明さ

れる場合に関しては、貸付対象とする場合があります。 

（７）中古の車両購入を検討している場合については、審査期間中（1 か月半以上）に取り置きで

きることが必要です。なお、知人等の個人間による売買については貸付対象となりません。 

（８）申請時には、必要経費総額の２０％以上を確保しておくことが条件となります。 

（９）申請時や審査において、車両の使用目的や世帯の状況から、排気量２，０００㏄未満・５ナ

ンバーの車両であっても、車種やグレードについて見直していただく場合があります。 

（１０）自動車購入後２週間以内に、領収書及び自動車検査証の提出が必要です。提出がない場合

や、見積書と異なる購入であった場合は貸付金について一括償還を求める場合があります。 

 

 

 

区分 金額 備考 見積書を参考に、左記に

金額をご記入ください。 

最下段⑤の金額のうち８

割が貸付上限額、２割が

自己資金の最低額となり

ます。 

① 車両本体価格   

② オプション費用  上限 10 万円 

③ 税・諸費用等   

④ 値引き額   

⑤ ＝ ①＋②＋③－④  312.5 万円以下 

貸付可能額の考え方 

負傷または疾病の療養にかかる経費の留意点 

（１）負傷または疾病の療養にかかる経費については、次の場合を貸付対象とします｡ 

 世帯の生計中心者または同一生計の家族が、負傷・疾病により医療費を必要とする場合 

（医師が必要と認めた移送経費、オムツ代、クリーニング代、本人の通院費を含む） 

 世帯の生計中心者が、本人の負傷・疾病の療養もしくは同一生計の家族にかかる看護によ  

り、一時的に収入が減少する状態で、預貯金や各種手当・保険を活用しても生計を維持す

ることが困難な場合の生活費（家賃、光熱費、食費、被服費等） 

（２）貸付にあたっては、本会指定による医師の診断書にて、療養期間の見込みが立つ必要があり

ます。慢性的な疾病であり、療養期間が特定できない場合については対象となりません。 

（３）診療は健康保険または生活保護法の規定による診療指定機関であることが必要です。健康保

険対象外の医療費については対象となりません。 

（４）生計中心者が負傷・疾病により借入を行う場合は、疾病が完治後に稼働できる見込み、また

は年金受給等による収入増の見込みが立つことが必要です。その場合は、勤務先からの復職

（継続雇用）を保証する書類、収入増を確認できる書類の添付が必要です。 

（５）高額療養費給付・貸付や傷病手当等の各種保険にかかる手当の他、生命保険等の任意の手当

も含め、他制度の利用により捻出できる医療費・生活費については対象となりません。 

（６）生活費に相当する費用の貸付を受ける場合は、生活費の１か月当りの積算根拠の内訳および

根拠書類（各種支払領収書等）の提出が必要です。また併せて、直近３か月分の収入を証明

する給与明細等の書類が必要です。なお、生活費については、直近３か月分の収入の平均額

が貸付限度額となります。 

 

住居の移転などにかかる経費の留意点 

（１）住居の移転などにかかる経費については、次の場合を貸付対象とします。 

 世帯収支の安定を図るために、現在より低額な家賃の物件へ転居が必要な場合 

 障害の状況等により、現住居では安定した生活の継続が困難であり、転居が必要な場合 

 勤務先の変化等により、現在の住居からは通勤が困難であり、転居が必要な場合 

（２）貸付対象とする経費は住居移転の際にかかる必要最低限の費用（敷金・礼金・初回家賃・引

越し費用）および転居に伴う給排水設備や電気設備等を設けるのに必要な経費とします。 

（３）従前の住居にある家財道具等の買い替えの費用や、不用品の処分にかかる費用、電気・ガス・

水道等ライフラインに関係する器具以外の物品購入に係る費用は、対象となりません。 

（４）転居の理由が緊急性を伴わない場合や、現在より転居後の家賃が高額になり、今後の生活を

圧迫するおそれがある場合については貸付対象となりません。 

（５）友人・知人等の個人間における賃貸契約の場合は対象となりません。なお、申請にあたって

は転居先の概要が記載された書類（重要事項説明書、公営住宅入居許可通知等）の提出が必

要です。 

（６）利用にあたっては転居先の市区町社会福祉協議会が受付窓口となります。なお、審査受付から

送金まで約１か月半が必要となるため、あらかじめ転居先の確保について、不動産媒介業者等

と調整が必要です。転居先が確保できない場合については、貸付対象となりません。 
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貸付相談と申込み 

（１）貸付相談や申込みの窓口は、原則、居住中の市区町社会福祉協議会（以下：市区町社協）になります。  

（２）借入申込みから審査・貸付決定までには１か月程度、その後送金を行うまで数週間の日数

を要します。また、秋冬の受験シーズンなどは借入申込みが殺到するため、さらに時間を

要する場合がありますので、計画的に相談・申込みを行ってください。 

（３）生業のために必要な物品の購入などの場合は、借入申込みに先立ち、事業の概要をもとに

した事前相談が必要となりますので、詳しくは窓口でお尋ねください。 
 

貸付審査 

（１）市区町社協にて書類等の確認後、申請を受理し、兵庫県社会福祉協議会（以下：県社協）

で審査を行います。 

 

 借入申込書に必要事項の記載がない場合、及び記載事項について客観的な証明ができない場合 

 資金の使途が、制度の趣旨や資金の目的と合致しない場合 

 本会及び各都道府県社会福祉協議会が実施する生活福祉資金等の貸付を受けた借受人・連帯借

受人・連帯保証人で、返済が完了していない場合 

 就労や負債の状況から、貸付を行っても世帯の生計を維持することが困難と判断される場合。

またはその後の生活を圧迫する恐れがあると判断される場合 

 借入申込後、申請書類が整えられず１か月以上経過した場合 

 世帯員が自己破産手続き中、債務整理に基づく返済中、弁護士等に債務整理を依頼中の場合 

 世帯に暴力団構成員またはその関係者がいる場合 

 各社協による調査や相談支援に応じず、相互の信頼関係の構築が困難と認められる場合 

 借入申込み時期が遅く、貸付金の送金が納付期日までに行えない場合 

 民生委員の援助を拒まれる場合 

 

 

 貸付金を交付する前に支払った経費（貸付決定後であっても、貸付金の送金前に支払った場合

も含みます） 

 他で借入されている経費、または既に借入が決定している経費 

 

（２）審査において、借受人、連帯借受人、連帯保証人の勤務確認や意志確認等を行います。 

（３）特に申請内容に虚偽や真実でない点があった場合は、今後本資金に関する一切の申込みが

不可能となり、また法的措置をとる場合があります。 

 

貸付の決定 

（１）審査により貸付の必要性が認められた場合は、貸付を決定します。ただし、資金の使途や

償還能力等を勘案して、申込金額より減額して決定する場合があります。 

（２）貸付決定（不承認）したときは、借入申込者に貸付決定（不承認）通知が送付されます。

なお、不承認となった場合の理由は公表しません。 

（３）貸付決定の場合は、「借用書」により貸付契約を締結します。 

（４）本制度の申込・契約・送金手続き等のため本会及び市区町社協が書類提出や状況報告等を

指示した場合に、2 週間を超えても実行されない場合は、本制度の利用意志がないものと

みなし、辞退、または契約終了とします。 

次のような場合は、審査により貸付不承認となることがあります 

次のような経費は、貸付対象の経費とは認められません 

貸付対象となる資金の用途と貸付限度額等 

 

資金の用途 貸付限度額 据置期間 償還期間 

生業のために必要な物品の購入など 
低所得世帯 280万円以内 

6か月以内 
7年以内 

障害者世帯 460万円以内 9年以内 

資格や技能を習得するための学費など※１ 

技能を習得する期間が 

６か月程度 130万円 

1年程度 220万円 

2年程度 400万円 

3年程度 580万円 

技能習得期間満

了後6か月以内 
8年以内 

技能を習得するための学校への入学金など 50万円以内 

6か月以内  

3年以内 

住宅のバリアフリー化等の改築、補修など 250万円以内  7年以内 

福祉用具等の購入 170万円以内 

8年以内 障害者の社会参加のために必要な自動車の

購入 
250万円以内 ３か月以内 

中国残留邦人等の国民年金保険料の追納 513.6万円以内 

6か月以内 

10年以内 

負傷又は疾病の療養 

（療養期間が1年以内の場合）※１ ※２  
170万円以内 

5年以内 
介護・障害者サービス等の利用 

（利用期間が１年以内の場合）※１ ※２ 
170万円以内 

災害を受けたことにより臨時に必要と 

なる経費 
150万円以内 1年以内 7年以内 

出産・葬儀 
50万円以内 

6か月以内 3年以内 住居の移転など  

その他日常生活上一時的に必要な経費 50万円以内 
※１ 貸付する事由により、貸付額を月額で計算する場合があります 

※２ 特別な事情により療養または利用期間が 1 年を超え 1 年 6 か月以内の場合の貸付限度額は 230 万円 

 

（１）生業のために必要な物品の購入などの場合、順調に展開しておられる事業への一時的な資

金需要や、確実な収益が客観的に見込まれる開業等への資金が貸付対象経費となります。

運転資金は貸付対象経費となりません。 

なお、この場合には借入申込みに先立ち、事業の概要をもとにした事前相談が必要となり

ますので、詳しくは窓口でお尋ねください。 

（２）資格や技能を習得するための費用の場合、資格等の取得後に就労することが、内定証明書

等で確実に証明されることが必要です。 

（３）その他日常生活上一時的に必要な経費とは、年金保険料の滞納分の追納（据置期間中に年

金給付が始まる場合に限る）や、夏季の冷房器具の購入にかかる費用、冬期の暖房にかか

る燃料費の一括購入費用、給湯設備等の修繕など日常生活上不可欠な設備の整備に係る費

用等です。 

（４）これ以外にも、貸付対象となる経費等にはそれぞれ要件が定められています。このため貸

付対象として認められない場合があります。 

（５）世帯の状況等や償還の見込みを考慮し、相談時や申請時に借入計画を見直していただく場

合があります。 

（６）償還期間は、毎月の償還額が５，０００円を下回らない程度となるように設定します。 
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貸付相談と申込み 

（１）貸付相談や申込みの窓口は、原則、居住中の市区町社会福祉協議会（以下：市区町社協）になります。  

（２）借入申込みから審査・貸付決定までには１か月程度、その後送金を行うまで数週間の日数

を要します。また、秋冬の受験シーズンなどは借入申込みが殺到するため、さらに時間を

要する場合がありますので、計画的に相談・申込みを行ってください。 

（３）生業のために必要な物品の購入などの場合は、借入申込みに先立ち、事業の概要をもとに

した事前相談が必要となりますので、詳しくは窓口でお尋ねください。 
 

貸付審査 

（１）市区町社協にて書類等の確認後、申請を受理し、兵庫県社会福祉協議会（以下：県社協）

で審査を行います。 

 

 借入申込書に必要事項の記載がない場合、及び記載事項について客観的な証明ができない場合 

 資金の使途が、制度の趣旨や資金の目的と合致しない場合 

 本会及び各都道府県社会福祉協議会が実施する生活福祉資金等の貸付を受けた借受人・連帯借

受人・連帯保証人で、返済が完了していない場合 

 就労や負債の状況から、貸付を行っても世帯の生計を維持することが困難と判断される場合。

またはその後の生活を圧迫する恐れがあると判断される場合 

 借入申込後、申請書類が整えられず１か月以上経過した場合 

 世帯員が自己破産手続き中、債務整理に基づく返済中、弁護士等に債務整理を依頼中の場合 

 世帯に暴力団構成員またはその関係者がいる場合 

 各社協による調査や相談支援に応じず、相互の信頼関係の構築が困難と認められる場合 

 借入申込み時期が遅く、貸付金の送金が納付期日までに行えない場合 

 民生委員の援助を拒まれる場合 

 

 

 貸付金を交付する前に支払った経費（貸付決定後であっても、貸付金の送金前に支払った場合

も含みます） 

 他で借入されている経費、または既に借入が決定している経費 

 

（２）審査において、借受人、連帯借受人、連帯保証人の勤務確認や意志確認等を行います。 

（３）特に申請内容に虚偽や真実でない点があった場合は、今後本資金に関する一切の申込みが

不可能となり、また法的措置をとる場合があります。 

 

貸付の決定 

（１）審査により貸付の必要性が認められた場合は、貸付を決定します。ただし、資金の使途や

償還能力等を勘案して、申込金額より減額して決定する場合があります。 

（２）貸付決定（不承認）したときは、借入申込者に貸付決定（不承認）通知が送付されます。

なお、不承認となった場合の理由は公表しません。 

（３）貸付決定の場合は、「借用書」により貸付契約を締結します。 

（４）本制度の申込・契約・送金手続き等のため本会及び市区町社協が書類提出や状況報告等を

指示した場合に、2 週間を超えても実行されない場合は、本制度の利用意志がないものと

みなし、辞退、または契約終了とします。 

次のような場合は、審査により貸付不承認となることがあります 

次のような経費は、貸付対象の経費とは認められません 

貸付対象となる資金の用途と貸付限度額等 

 

資金の用途 貸付限度額 据置期間 償還期間 

生業のために必要な物品の購入など 
低所得世帯 280万円以内 

6か月以内 
7年以内 

障害者世帯 460万円以内 9年以内 

資格や技能を習得するための学費など※１ 

技能を習得する期間が 

６か月程度 130万円 

1年程度 220万円 

2年程度 400万円 

3年程度 580万円 

技能習得期間満

了後6か月以内 
8年以内 

技能を習得するための学校への入学金など 50万円以内 

6か月以内  

3年以内 

住宅のバリアフリー化等の改築、補修など 250万円以内  7年以内 

福祉用具等の購入 170万円以内 

8年以内 障害者の社会参加のために必要な自動車の

購入 
250万円以内 ３か月以内 

中国残留邦人等の国民年金保険料の追納 513.6万円以内 

6か月以内 

10年以内 

負傷又は疾病の療養 

（療養期間が1年以内の場合）※１ ※２  
170万円以内 

5年以内 
介護・障害者サービス等の利用 

（利用期間が１年以内の場合）※１ ※２ 
170万円以内 

災害を受けたことにより臨時に必要と 

なる経費 
150万円以内 1年以内 7年以内 

出産・葬儀 
50万円以内 

6か月以内 3年以内 住居の移転など  

その他日常生活上一時的に必要な経費 50万円以内 
※１ 貸付する事由により、貸付額を月額で計算する場合があります 

※２ 特別な事情により療養または利用期間が 1 年を超え 1 年 6 か月以内の場合の貸付限度額は 230 万円 

 

（１）生業のために必要な物品の購入などの場合、順調に展開しておられる事業への一時的な資

金需要や、確実な収益が客観的に見込まれる開業等への資金が貸付対象経費となります。

運転資金は貸付対象経費となりません。 

なお、この場合には借入申込みに先立ち、事業の概要をもとにした事前相談が必要となり

ますので、詳しくは窓口でお尋ねください。 

（２）資格や技能を習得するための費用の場合、資格等の取得後に就労することが、内定証明書

等で確実に証明されることが必要です。 

（３）その他日常生活上一時的に必要な経費とは、年金保険料の滞納分の追納（据置期間中に年

金給付が始まる場合に限る）や、夏季の冷房器具の購入にかかる費用、冬期の暖房にかか

る燃料費の一括購入費用、給湯設備等の修繕など日常生活上不可欠な設備の整備に係る費

用等です。 

（４）これ以外にも、貸付対象となる経費等にはそれぞれ要件が定められています。このため貸

付対象として認められない場合があります。 

（５）世帯の状況等や償還の見込みを考慮し、相談時や申請時に借入計画を見直していただく場

合があります。 

（６）償還期間は、毎月の償還額が５，０００円を下回らない程度となるように設定します。 

 

生活福祉資金貸付制度は、住み慣れた場所での生活を支援する「地域型の貸付」制度です。 

貸付という性格上、負債として将来に負担を残すことになりかねません。このため、貸付額は必

要最低限に限らせていただくとともに、借り入れの相談時から償還完了に至るまでの間、「社会福

祉協議会」と「民生委員」がその支援にかかわります。 

また、金銭的な必要性だけで貸付を行うのではなく、日常生活への支援などについても考慮しな

がら、貸付の実施を審査するため、借入申込から貸付決定までには、１か月から数か月の期間を要

することがあります。 

これらを十分にご理解いただいた上で、この資金をご利用ください。 
 

兵庫県社会福祉協議会 

 

貸付の対象となる世帯 

（１）兵庫県内に居住中で、同一地域に６か月以上居住しており、今後もその地域において継続

して生活される世帯。 

（２）次の要件に該当する世帯 

 低所得世帯（世帯の収入が市区町民税非課税程度、または生活保護基準の１.８倍程

度の所得の世帯） 

 障害者世帯（身体障害者手帳、療育手帳、精神保健福祉手帳をお持ちの方、または

障害者総合支援法によるサービスを利用している方が属する世帯で、世帯の収入が

生活保護基準の３.０倍程度の所得の世帯）※「資金の用途」により所得要件を緩和する場合があります 

 高齢者世帯（日常生活上、療養または介護を必要とする６５歳以上の高齢者が属する世帯） 

 

借受人と連帯借受人 

（１）貸付を受ける借受人（借入申込者）は、次の要件に該当する者となります。 

 18 歳以上、６５歳未満の者 

 世帯の生計中心者で、その貸付によって得られる支援を主に受ける者 

 就労などにより、償還可能な収入が見込める者 

（２）借入申込者が上記の要件に該当しない場合、借入申込者に代わってこれらの要件に該当す

る連帯借受人が必ず必要となります。 

 

連帯保証人・貸付利率 

（１）原則として１名の連帯保証人が必要です。連帯保証人は、借受人と別世帯で、原則兵庫県

に居住し、かつその世帯の生活の安定に熱意を有する者とします。 

（２）貸付利率は連帯保証人を立てる場合は無利子です。やむをえない理由により連帯保証人を

立てることができない場合は据置期間経過後、年１.５％となります。 

 

 

～生活福祉資金をご利用になる前に～ 資金の交付方法 

（１）初回の送金は、本会が借用書及び契約時に必要な書類を受理後、原則、翌週の木曜日（金

融機関が休業日の場合は翌営業日）に送金します。 

（２）送金できるのは、本人名義の口座のみとなります。 

（３）資金の用途が、技能の習得や療養などで６か月を超える期間に対し貸付を行う場合は、毎

年９月中旬と３月中旬に、それ以降の６か月分の月額を一括して送金します。（初回の送

金分を除く） 

（４）送金前には、在学や療養等の状況確認を行います。定められた期日までに状況確認が行え

なかった場合には送金を停止します。 

 

届出義務について 

（１）貸貸付付金金をを利利用用ししたた後後、、原原則則ととししてて２２週週間間以以内内にに借借入入目目的的にに沿沿っったた支支払払いいをを終終ええててくくだだささいい。

また、支支払払いい後後原原則則ととししてて２２週週間間以以内内にに領領収収書書ななどどをを提提出出しし、、貸貸付付金金使使用用のの事事実実ににつついいてて

報報告告ししててくくだだささいい。なお、自動車を購入した場合は車検証も必要となります。貸付金に余

剰が出た場合はその余剰分について速やかに返還していただきます。 

（２）借受人、連帯借受人及び連帯保証人に以下のような事由が発生した場合は、市区町社協ま

たは県社協まで速やかに連絡してください。なお、それら事由を証明する書類の提出を求

める場合があります。 

 住所、氏名を変更したとき。 

 状況に著しい変化（死亡、破産、長期療養、生活保護受給等）があったとき。 

 他の支援制度による給付・貸付の利用が決定したとき。 

 連帯保証人の状況に著しい変化（死亡、行方不明、失業、破産等）があったとき。 

（３）届出義務を怠った場合には、以降の送金を停止し、または契約終了し、一括償還を求める

場合があります。 

 

償還について 

（１）償還は、据置期間後に毎月２０日（土・日・祝日の場合、翌営業日）に借受人の指定金融

機関口座から「借用書」の約定により償還していただきます。 

（２）計画どおりに償還されない方は、督促状を送付するとともに、または法的措置をとる場合

があります。 

償還期日までに償還完了しなかった場合、残りの元金に対して年３％の延滞利子が加算さ

れます。 

（３）貸付金は、返済期限内であれば、いつでも繰上返済することができます。 

 

そ の 他 

（１）生活保護を受給している世帯の場合は、あらかじめ福祉事務所のケースワーカーにご相談

のうえ、市区町社協にご相談ください。 

 

― 5 ― ― 6 ―



借入申込みに必要な書類 

（１）借入申込みにあたっては、以下の申請要件の事実を証明する書類が必要です。 

（２）書類は「コピー可」とされているものを除き、原則として原本を提出してください。 

（３）提出書類が重複する場合、当該書類１部の提出で構いません。 

（４）審査のため、書類の発行元に内容確認を行う場合があります。 

（５）申込内容によっては、「借入申込みに必要な書類一覧」に掲げるもの以外に書類の提出を

求める場合があります。 

（６）審査のために提出された書類は、貸付審査の結果にかかわらず原則として返却しません。 

 

【本人確認及び世帯の収入状況の分かる書類】 

提提出出書書類類  

１ □世帯全員分が記載された住民票（個人番号が記載されていないもの） 原本 

２ □県民税・住民税課税証明書（１８歳以上の世帯全員分） 原本 

上記書類が提出できない場合や、上記書類では世帯の収入状況を証明できないと考えられる場合（証明書の証明期間以降に就職し

た場合など）は、以下のような書類の提出で変えることができます。ただし、発行元の確認できるものでなければなりません。 

 

□給与明細 

□給与等の収入が振り込まれている通帳 

□給与額が記載された在職証明書 

 コピー可 

【借入必要な事由の事実が確認できる書類】 

提提出出書書類類  

１ 

□在学証明書や合格通知書、受験票または検定料納付書の控え 

□罹災証明書 

□医師による診断書 

□介護サービス計画書 

コピー可 

【借入費用の詳細が確認できる書類】 

提提出出書書類類  

１ 
□必要費用の総額が明らかとなるもの（請求書、見積書等） 

□誓約書（他制度の利用等により余剰金が発生した場合の返還に関するもの） 
コピー可 

【連帯保証人分】（同一世帯でない連帯借受人の場合も含む） 

提提出出書書類類  

１ □県民税・住民税課税証明書  原本 

 

○○申申込込みみ・・相相談談窓窓⼝⼝  〜〜おお住住ままいいのの市市区区町町社社会会福福祉祉協協議議会会へへごご連連絡絡くくだだささいい〜〜  

  

  

 

２０２４年１０月発行 
 

●●実実施施主主体体  社社会会福福祉祉法法⼈⼈  兵兵庫庫県県社社会会福福祉祉協協議議会会  福福祉祉資資⾦⾦部部  
神神⼾⼾市市中中央央区区坂坂⼝⼝通通 22−−11−−11 県県福福祉祉セセンンタターー内内  ＴＴＥＥＬＬ  ００７７８８−−２２４４２２−−７７９９４４４４  

受受付付時時間間：：99：：0000〜〜1177：：0000（（⼟⼟⽇⽇・・祝祝⽇⽇、、年年末末年年始始をを除除くく））  

生活福祉資金 
 

 
 
 

 

福祉資金は、経済的な理由や、または障害などにより生活課題を抱え

ている世帯に対し、継続的な相談支援をとおして一時的な費用の貸付を

行うことにより、課題の解決と世帯の自立を支援することを目的とする

制度です。 

そのため、貸付を受けるご本人世帯にも社協等と話し合った支援をも

とに、課題の解決や世帯の自立に向けた対応が求められます（家計の見

直しや、安定した収入確保のための就労支援など）。 

制 度 の 概 要 

○○貸貸付付対対象象ととななるる「「資資金金のの用用途途」」  

福祉資金は、①生活上に解決が必要な課題があり、②その課題の解決のために一時的に費用が必

要であって、③自らで工面できる費用や他の制度の利用についての相談を行ってもなお不足する費

用を貸し付けるものです。 

＜貸付対象となる「資金の用途」の例（一部）＞ 

・ 福祉用具などの購入 

・ 資格や技能を修得するための学費 

・ 住宅の補修、修繕 

・ 障害者の社会参加のために必要な自動車の購入 

・ 負傷又は疾病の療養 

・ 住居の引っ越し 

・ 災害を受けたことにより臨時的に必要となる経費 

○○貸貸付付限限度度額額  

○○貸貸 付付 期期 間間  

○○償償 還還 期期 間間  

上記に例示したような「資金の用途」ごとに、貸付できる金額や、貸付する期間、または償還す

る期間が定められています。 

詳細は、本しおり内の説明をご確認ください。 

○○貸貸付付手手続続きき  

貸付を受けるためには、貸付対象となる世帯であるか、また必要な費用がいくらであるかについ

て書類により証明をする必要があります。 

社社会会福福祉祉法法人人  兵兵庫庫県県社社会会福福祉祉協協議議会会  

福 祉 資 金 のしおり 
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